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 In many cases of large-scale wooden public building projects, insufficient planning of timber 

supply processes caused confusions in the construction management. 

In order to promote the use of local wood in public buildings, the management processes 

of eight accomplished projects were analyzed based on interview.The analysis revealed three 

important factors, ownership form of forest , drying method, and delivery system. These can be 

considered decision making factors for the construction schedule including timber supply plan. 

These results provide practical information for improving of construction management 

processes using local wood. 
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１． 研究背景と目的 

平成２２年１０月（公共建築物等における木材の利用

の促進に関する法律）を契機に多くの市町村において木

造公共建築実現の機運が高まっている。一方、我が国で

は木造公共建築物の前例は少なく、木材利用に対応した

公共建築事業マネジメントが確立されていないため、主

に木材調達に関係する木造建築固有の諸問題が顕在化し、

事業進行上大きな障壁となっている状況である。 

本研究の目的は、地域材を活用した木造公共建築事業

マネジメントの木材調達手法や進め方に焦点を当てた調

査、分析、類型化を行う事で、課題や対応手法を明らか

にする事である。 

 

２． 研究方法 

本研究は以下の方法により調査研究を行った。 

①事業を構成する各段階の内容と課題の把握 

②事業マネジメント事例の収集 

③事業マネジメント手法の分析と類型化 

・各段階における課題に対する対応手法の分析と類型化 

・事業スケジュールの分析と類型化 

④事業マネジメント手法の提案 

 

３． 用語の定義 

本研究における用語の定義を以下とする。 

（１）公共建築事業マネジメント 

主に事業工程に焦点を当て、事業工程を構成する各段

階の手法・期間・時期の適正化を行うものである。 

（２）地域材 

「特定の限定された地域で生産された木材」とする。市

町村における地域材を活かした公共建築の場合は、県産

材・市町村・近接流域材（仮想流域も含む）を指す。 

（３）市町村有林材と県産材・市町村産材等 

地域材の中でも、自己保有林を利用する市町村有林材

と県産材・市町村・近接・仮想流域材は事業進行が異な

る。市町村（財産区等も含む）保有森林から産出された

材を「市町村有林材」とする。これは利用する森林が特

定されている材となる。 

それに対して、県産材・市町村・近接流域材等は、「県

産材・市町村産材等」とする。産地は特定されているが、

森林は特定されてない材である。 

 

４． 事業を構成する各段階の内容と課題把握 

先行研究木を活かす建築推進協議会による参考文献

1）「木造公共建築物の整備に関わる設計段階からの技術

支援報告書」より、事業を構成する各段階およびその課

題を抽出し、表１に分類した。設計・施工段階の他、連

携体制の構築時や木材供給計画、発注方式の選択など木

材調達に関する課題事項が多い点が特徴である。 



 

表 1 事業を構成する各段階の内容と課題 
段階名 内容 課題

事業検討 木造、木質化等のきっかけ
地域材の活性化を

目指して利用する

木材活用基礎知識の習得 木材活用でのノウハウを学ぶ 消防法を把握する

施設整備方針づくり
事業スケジュールの作成や用途、

規模等を決める

参考事例を探す、

木造の実績を積む、

発注方式の選択

連携体制づくり 一連の木材供給体制の構築

木材供給体制の構築、

関係者各位の情報共有、

木材の入手方法検討

供給木材の性質確認 供給元など材のデータ確認
活用対象森林の状況確認

利用部位の検討

設計者選定
（設計施工者選定も含む）

設計者選定 選定条件の設定

設計 設計段階
木材条件を設計図へ反映

防火規制への対応

施設用途・規模確定と
必要木材量想定

施設の規模や必要な木材の量

などのデータ確認
必要木材量の想定

供給計画方針
木材供給のスケジュール作成や

供給方式の確認
木材調達手法の決定

1次調達木材の量と品質決定 原木調達の発注（1次）
木材供給スケジュール

を考慮した量と品質の決定

1次原木調達（事前調達） 伐採・搬出、木材の保管など 調達時期、保管場所の確保

施工者選定 施工者の選定 公正で透明な入札

粗製材・品質確保 寸法や強度、保管場所等の確保
市町村有林材の所有権、

品質評価

品質管理・受入 納品検査

2次調達木材の決定 原木調達の発注（2次）

ストック材もしくは
2次原木調達（工事調達）

伐採・搬出、木材の保管など（2次）
伐採手法、

供給木材の情報共有

製材・乾燥 乾燥方法やスケジュール等 製材場所、乾燥手法

加工 材の加工

施工 施工段階 木材の扱い  

 

５． 事業マネジメント事例の収集 

8 事例の事業関係者（行政担当者や設計者等）に対し

て詳細な聞き取り調査を行った（表 2）。事例の多くは

延床面積 1000m2 以上の公共建築であり、地域材を活用す

る上で様々な取組みを行った意欲的事例として知られる。

これらに対し、事業スケジュール図と各段階における課

題に対する対応手法の表を作成する事で情報を整理する。 

 

６． 課題に対する対応手法の把握と分析 

文献調査と事例調査により明らかになった、各段階にお

ける課題に対する対応手法を整理し、表 3 とした。各段

階の課題については、参考文献 2）「公共建築の建設に

おける地域産木材使用上の課題に関す

る分析」に記載される課題に、事例調

査において明らかになった項目を追加した。対応手法に

関しては、事例より明らかになった項目には事例を示し

た。以下重要な課題毎に対応手法の分析を行う。 

（１）連携体制づくり 

a）製材所の規模・能力確認 

近隣の森林組合や製材加工所や設計者と連携体制を構

築する。近隣で品質評価が不可能な場合は県林業センタ

ー等研究機関も加える。近隣で品質評価不可能だった事

例は、事例 2、3、4 であり、全ての事例で県林業センタ

ーが連携体制に加わっている。 

また、加工業者も早期に連携体制に加わる事が望まし

い。実施設計において、早期に正確な木拾いを行うには、

加工業者の協力が必要だからである。これは全ての事例

に当てはまっている。 

b）乾燥方法の選択 

連携体制にある製材所への輸送コストを含め、人工乾

燥の可否を確認する。否かつ天然乾燥期間や保管場所の

確保が可能ならば天然乾燥とする（表 4）。 

市町村内で人工乾燥ができる場合は、少なく事例 4、5

のみである。また、天然乾燥は丸太材や角材だと 1 年半

程度かかる上、予想通り含水率を下げる事ができず、人

工乾燥を行う場合もあり、乾燥には注意が必要である。 

市町村有林を活用したが、人工乾燥機が市町村内製材

所になかったのは、事例 1～3 である。事例 1（Ｂ幼稚園）

の場合、人工乾燥可能な製材所は 1 時間圏内にあり、木

材量が約 64 ㎥程度だったため輸送コストの問題はなか

った。 

事例 2（Ｍ中学校）は、人工乾燥可能な製材所が、１

時間圏内に無く、木材量が 2160 ㎥ため、輸送費用が高く

なる事が分かった。従って乾燥期間と保管場所を確保上

で、天然乾燥を選択した。 

 

1 

調査対象事例 事例1（B幼稚園） 事例2（M中学校） 事例3（I小学校） 事例4（A小学校） 事例5（S庁舎） 事例6（C幼稚園） 事例7（I保育園） 事例8（T保育園・幼稚園）

所在地 福島県会津坂下町 　栃木県茂木町 福井県南越前町 　栃木県鹿沼市 岩手県住田町 埼玉県杉戸町 埼玉県杉戸町 埼玉県杉戸町

建物種別 園舎 校舎・屋体 校舎・屋体 校舎・屋体 庁舎 園舎 園舎 園舎

竣工年 2013.3 2009.1 2006.12 2014.2 2014.7 2011.3 2012.2 2016.3

建築面積（㎡） 1420 4553 4674 2893 2419 447 1354 2169

延べ床面積（㎡） 1420
4669(校舎）
1172(屋体）

3286(校舎）
2188(屋体）

3034(校舎）
782(屋体）

2883 447 1339 2169

構造 木造
校舎（一部RC木造）
屋体（内装木質化）

木造（一部RC 造）
校舎（木造）

屋体（内装木質化）
木造 木造 木造 木造

防・耐火建築物 その他の建築物 準耐火建築物 準耐火建築物 その他の建築物 準耐火建築物 その他の建築物 準耐火建築物 その他の建築物

主要木材種 スギ/ヒノキ スギ/ヒノキ
スギ/ヒノキ/
ベイマツ/ヒバ

スギ/ヒノキ スギ/カラマツ スギ/ヒノキ/カラマツ スギ/ヒノキ スギ/ヒノキ

加工方法
（構造材）

製材 製材 集成材・製材 製材・集成材 製材・集成材 製材・集成材 集成材 製材

製材地 町内・県内 町内 町内・県外 市内 町内・県外 県内 県内 県内

主要な木材産地 町有林・私有林 町有林 町有林・私有林 区有林・私有林 町有林・私有林 県内 県内 県内

木材の乾燥方法 人工乾燥 天然乾燥 天然乾燥 天然乾燥・人工乾燥 人工乾燥 人工乾燥 人工乾燥 人工乾燥

木材の性能評価
無等級

（郡山地区木工団地、
県林業センター）

無等級材
（県林業センター
東京・宇都宮大学

JAS 規格
無等級材

（JAS同等材）
（市内製材所、

JAS 規格
無等級材

（県内製材所）
JAS 規格 JAS 規格

発注の形式 材工分離発注 材工分離発注 材工分離発注 材工分離発注 設計施工一括 材工一括発注 材工一括発注 材工一括発注

木材の設計数量
372(構造・造作材）

114（内装材）
1104(構造材）
1011(内装材）

1077
1168(構造材）
238(内装材）

710.7(構造材） 68.29 387 600

市町村有林伐採量(ｍ3) 105 4164 430
2725

（市町村有林は2125)
1500

（市町村有林は1000)
572(県産材）

市町村有林材使用量(ｍ3) 64（丸太材） 2166 丸太材11本、142㎥ 1160 497 389(県産材）

主要用材の寸
法・形状

４寸角・丸太材 8寸角・12m丸太材
Φ 350 丸太材・構造用

集成材200×300
170×150

4寸角・5寸角 中大断面集成材
4寸角・カラマツ集成

材
大断面集成材 4寸角

使用木材量（ｍ3） 486 2166 683（校舎）394(屋体) 1406 710.7(構造材） 68.29 387 600

単価（千）/㎡ 242 241 277 262 433 210 250 350

事業期間(設計～施工） 22ヶ月 37ヶ月 37ヶ月 44ヶ月 21ヶ月 16ヶ月 23ヶ月 25ヶ月

表 2 事業マネジメント事例の概要 



表 4 乾燥手法の選択 

課題 条件 事例

近隣で人工乾燥可能

（輸送費考慮）な場合

事例1、4、

6～8

近隣で人工乾燥不可能

（輸送費考慮）

かつ天然乾燥期間確保可能

かつ保管場所確保可能な場合

事例2、3

乾燥手法の選択

人工乾燥

天然乾燥

手法

 

（２）供給木材の性質確認 

a）活用対象森林状況の確認 

 活用対象森林材状況の確認手法は以下の 3 つであり、

それらを組み合わせ、正確に状況を把握する（表 5）。 

①森林組合に実際の樹種、分布、材積等を確認する。 

②対象森林地域材を扱う製材所に、製材品としての性

質・強

度等を確認する。 

③立木調査により、実際の材積/樹径/強度等を把握する。 

 手法①、②は事例 7 以外で行われている。主に管理の

みの場合は、①・②・③を行う必要がある。事例 4 では、

行政や森林組合だけでなく、設計者や製材所も含め立木

調査を行うことで、事業に役立つ情報を得ている。 

 

表 5 活用対象森林の状況確認 
課題 条件 事例

対象森林材が建材

製品化されている場合
事例5,6,8

対象森林材は

主に管理のみの場合
事例1,3,4

活用対象森

林の状況確

認

①森林組合に確認

（樹種・実際の材積と分布）

＋②対象森林材を扱う製材所に確認

（品質データ）

　①＋②

　＋③立木調査

（実際の含水率・強度・材積）

手法

 表 3 各段階の課題に対する対応手法 

段階名 課題 条件 事例・参考文献

構造、法規課題を軽減したい場合 事例6

行政負担を軽減したい場合 事例6～8

木材調達の難易度を軽減したい場合 事例6～8

天然乾燥期間を確保したい場合、

木材調達スケジュールに余裕を持たせたい場合、

対象森林材の売買が不可能な場合

事例1～4

施工期間内に木材供給

かつ対象森林材の売買が可能であり、

行政負担の軽減等をしたい場合

事例6～8

設計施工一括発注に対応した選定条件設定、

、対象森林材の売買が可能であり、

事業期間を短縮したい

または設計施工の連携をスムーズにしたい場合

事例5

近隣で品質評価可能な場合 事例1,2,3,5,6,7,8

近隣で品質評価不可能な場合 事例2,4

関係者各位の情報共有

木材の入手方法検討

人工乾燥
近隣で人工乾燥可能

（輸送費考慮）な場合
事例1、4、6～8

天然乾燥

近隣で人工乾燥不可能（輸送費考慮）

かつ天然乾燥期間確保可能

かつ保管場所確保可能な場合

事例2、3

対象森林材が建材製品化されている場合 事例,5,6,8

対象森林材は

主に管理のみの場合
事例1,3,4

スギ（E70程度）のみの場合 事例3、5、6

カラマツ・ヒノキ等（E90程度）がある場合 事例2、4

スギ（E70程度）かつ架構方法を工夫する場合 事例1

集成材加工する場合 事例7

地域材の活用を目指す場合 事例1,3,4,5,8

県内設計者の育成を目指す場合 事例1 

木材条件を設計図へ反映 → 条件無し 参考文献1)P.40

木拾いの照査 → 条件無し

準耐火建築物とする場合 事例2,3,5,7

事例1

事例6

4,8

施設用途・規模確定と

必要木材量想定
必要木材量の想定 → 条件無し

市町村有林材かつ天然乾燥（丸太材、角材）

かつ設計施工一括発注の場合

市町村有林材かつ天然乾燥（丸太材、角材）

かつ材工分離発注の場合
事例2、4

人工乾燥かつ材工分離発注の場合 事例2,4

天然乾燥（板材）かつ材工分離発注の場合 事例3

人工乾燥かつ設計施工一括発注で、

早期に伐採したいの場合
事例5

人工乾燥かつ材工一括発注かつ構法指定の場合 事例7

人工乾燥かつ材工一括発注

かつ事前調達は流通材寸の場合
事例8

工事調達
・施工者選定後、施工者による木材調達

・事前調達①、②を行っている場合は、不足分を補完
材工一括発注 事例1、4、6、8

伐採適期を重視する場合 事例１～4

季節に関係なく伐採・製材・乾燥可能

もしくはストック材利用する場合
事例5～8

近隣に品質評価可能な製材所

（JAS認定工場等）があり、対応可能な場合
事例5～8

近隣に品質評価可能な製材所

がない、もしくは対応可能な場合
事例1～4

歩留りの低下や

残材の所有権の問題等を考慮する場合
事例1

対象森林材の売買が困難な場合

（財産区有林の木材が寄贈された等）
事例2～4

対象森林材（市町村有林材等）

建材として流通済みの場合
事例5～8

条件無し

材工一括発注

設計施工一括発注

手法

発注方式の選択 →

材工分離発注

木造の実績を積む →

平屋、1000㎡2以下から始める

材工一括発注を選択する

県産材等木材産地を拡大する

製材・加工所の

規模・能力確認
→

行政・素材生産業者・製材加工業者・研究機関

→
「木材供給能力等の確認」利用し、

「木材活用方針作成」を作成
参考文献1)　P.40

木造指定（木を活かした構造等）

代表者は県内設計事務所とする

勉強会への参加を条件とする

供給木材の性質確認

活用対象森林の状況確認

①森林組合に確認（樹種・実際の材積と分布）

+②対象森林材を扱う製材所に確認（品質データ）

　①＋②+　③立木調査（実際の含水率・強度・材積）

対象森林材利用部位の検

討
→

主に垂直材・造作材として活用

選定条件

横架材・柱材・造作材等として活用

→

設計

仕様書作成

製材加工業者と相談

防耐火規制

への対応
→

燃え代設計、準耐火仕様

1000m2以内で区切り、間に

3m以上の耐火構造を入れる
その他の建築物とする場合

事前調達②
・実施設計段階での伐採

・必要木材量。木材寸法確定段階

製材所が市町村有林材を買取り、

その後製品を自治体が買取り

所有は市町村、製材所による賃引き

製材所が買い、施工者に供給

1000m2以内建築間隔を3ｍ以上離す

1000m2以内ごとに防火壁で区画

県林業センター等研究機関と協力

粗製材・品質確保

市町村有林材の所有権 →

品質評価 →

品質評価可能な製材所

（JAS認定工場等）利用

施設整備方針づくり

乾燥手法の選択

設計者選定

（設計施工者選定も含む）
→

木造約0.25 ㎥／㎡、木質内装化：約0.03 ㎥／㎡

・基本設計段階での

・必要木材量は概算

・伐採長さは設計の最大寸法か流通材寸法

連携体制づくり

木材供給体制の構築 →
行政・設計者・素材生産業者・製材加工業者

原木調達（1次）

（工事前事前調達）
調達時期 →

秋～冬（例、10月～3月）

年中

木材供給計画方針 木材調達手法の決定 →

事前調達①



b）活用対象森林材利用部位の検討 

活用対象森林の樹種、強度を把握し、利用部位を検討

する。不足する際には、それを補う準備が必要である。 

一般流通材では、ヒノキ・カラマツ（ヤング係数Ｅ90）

等が横架材、スギ（Ｅ70）が垂直材として利用される。

しかし、スギでもＥ90 程度の高強度の場合や架構形式を

工夫する事で、横架材として利用する方法もある。また、

無垢材では強度不足でも、集成材加工により構造材利用

可能な場合もある（表 6）。 

スギを垂直材、ヒノキ・カラマツを横架材として利用

した事例は、事例 3、5、6 である。事例 6（C 幼稚園）は、

垂直材に利用したスギ・ヒノキは県内で収集可能だった

が、梁材に利用したカラマツは、不可能であったため県

外から収集した。 

ヒノキ・カラマツと同等のＥ90 程度が、スギ材で確保

されたため、横架材としても利用したのは、事例 2（Ｍ

中学校）、事例４（Ａ小学校）である。事例 2 は、強度

試験の結果、スギ材は E90 が半数あり、垂直材・横架材

両方に利用された。 

事例１（Ｂ幼稚園）は、４寸角製材とスギ丸太を最大

限活用した架構形式を採用した事により、地域材のスギ

を柱、横架材両方に利用した。また、全て木材を E 7 0

で集める事は困難だったため、強度が必要な部位を明確

にし、強度が不足する部材も利用した。 

事例 3（Ｉ小学校）は、無垢材では必要な強度を確保

する事が困難だったため、集成材として加工し、柱、束、

桁等垂直材に利用した。 

 

表 6 活用対象森林の利用部位検討 
課題 手法 条件 事例

主に垂直材・造作材

として活用

スギ

（E70程度）の場合
事例3、5、6

カラマツ・ヒノキ等

（E90程度）がある場合
事例2、4

スギ（E70程度）かつ架構

方法を工夫する場合
事例1

集成材加工する場合 事例7

活用対象森林材
利用部位の検討 横架材・柱材・造作材等

として活用

 

 

（３）発注方式の選択 

発注方式は主に 3 つあり、事業の目的と選択できる条

件を照らし合わせ選択する（表 7）。各発注方式の相違

は図 1 の通りである。 

 

 

図 1 発注方式の相違 

 

a）材工分離発注（設計・施工・材料分離発注） 

分離発注は、天然乾燥期間を確保したい場合、木材調

達スケジュールに余裕を持たせたい場合、対象森林材の

売買が不可能な場合に行われる。特に市町村有林材等木

材調達の難易度が高い場合に選択される。 

材工分離発注を選択した事例は、事例 1～4 である。町

有林材の活用だけでなく、天然乾燥期間や伐採時期を考

慮した事例は、事例 2、3、4 である。事例 2 は、町有林

材の活用でだけでなく、天然乾燥を選択していたため、

天然乾燥期間、伐採時期を考慮し、分離発注を選択した。 

事例４は寄贈された財産区有林を活用する事が、目的

であったため材を売買する事はできない事も含め、分離

発注を選択した。 

b）材工一括発注（設計施工分離・施工・材料一括発注） 

施工期間内に木材供給かつ対象森林材の売買が可能で

あり、行政負担の軽減等をしたい場合に行われる。材工

一括発注を選んだ事例は、事例 6、7、8（C 幼稚園、I 保

育園、T 幼稚園・保育園）である。これらの事例がある

町は林業が主産業でないため、県産材利用を前提として

いた。県内木材産業への調査の結果、施工期間内に木材

調達可能であったため、材工一括発注を選択した。 

c）設計施工一括発注（設計・施工・材料一括発注） 

設計施工一括発注に対応した選定条件設定可能かつ対

象森林材の売買が可能であり、事業期間を短縮したいま

たは設計施工の連携をスムーズにしたい場合に選択され

る。 

設計施工一括発注を選択した事例は、事例 5（S 庁舎）

である。事例５の町有林は、産業化され流通しているた

め、施工者による買取りが可能だった。その上で、事業

期間の短縮や設計施工のスムーズな連携を目的に、設計

施工一括発注を選択した。 

 

表 7 発注方式の選択 
課題 条件 事例

天然乾燥期間を確保したい場合、

木材調達スケジュールに余裕を持たせ

たい場合、

対象森林材の売買が不可能な場合

事例1～4

施工期間内に木材供給

かつ対象森林材の売買が可能であり、

行政負担の軽減等をしたい場合

事例6～8

設計施工一括発注に対応した

選定条件設定可能、

対象森林材の売買が可能であり、

事業期間を短縮したい

または設計施工の連携をスムーズにし

たい場合

事例5

手法

発注方式の選択

材工分離発注

材工一括発注

設計施工一括発注

 

 

（４）木材供給計画方針（木材調達手法の決定） 

木材調達手法は３つあり、それぞれの特徴と行うた

めの条件を説明する（表 8）。また、材工分離発注の

場合は、複数の調達手法を組み合わせ、リスク軽減を

図っている。 

a）事前調達① 

基本設計段階での伐採であり、延べ床面積等から想定

木材量概算を行う事で伐採量を決める。また、伐採長さ



は、流通材寸法とするか最大寸法を優先して伐採する事

で、伐採したが利用できないという状況を避ける。 

これを行う条件は、市町村有林かつ天然乾燥（丸太材、

角材）かつ（設計施工一括発注または材工分離発注）で

ある。市町村有林材のように、利用する森林がほぼ確定

していて、木材のリスクを市町村がとれる必要がある。

また、リスクがある事から天然期間を確保したい場合に

採用される可能性が高い。 

 これを行った事例が、事例 2、4 である。事例 2 は、基

本設計が約 1/3 程度進んだ段階で 1 次伐採を行った。必

要木材量は、設計者の過去の実績から概算した。伐採寸

法は、最高軒高を考慮し、12m 材を優先させ、他 8m、6m、

4m 材を伐採した。 

b）事前調達② 

実施設計段階において、部材寸法と木材数量が確定し

た段階で伐採する。これは、木材の産地区分に限らず、

木材の産地区分に関係なく材工分離発注や設計施工一

括・材工一括発注でも選択可能であり、人工乾燥が望ま

しい。 

事例 3 は、実施設計の中期段階で、使用部材の確定と

必要木材量積算を行い、伐採適正期である 11 月に伐採し

た。天然乾燥だが、板材であるため天然乾燥期間は 6 ヶ

月と比較的短く可能だった。 

事例 8 は、必要木材量確定後、事前調整した製材所は

住宅に転用できる流通材寸法で伐採しストックし、施工

者選定後供給した。 

c）工事調達 

材工一括発注の場合は、主に工事調達である。材工一

括発注の場合は、施工者が調達する事になるため、施工

者選定後にならないと、伐採しても発注が来ないリスク

が森林組合にはある。事例 6 は、施工者選定後、事前調

整を行った木材供給可能な森林組合を紹介し、伐採が行

われた。 

表 8 木材調達方式の選択 
課題 条件 事例

市町村有林材かつ

天然乾燥（丸太材、角材）かつ

設計施工一括発注の場合

市町村有林材かつ

天然乾燥（丸太材、角材）かつ

材工分離発注の場合

事例2、4

人工乾燥かつ

材工分離発注の場合
事例2,4

天然乾燥（板材）かつ

材工分離発注の場合
事例3

人工乾燥かつ

設計施工一括発注で、

早期に伐採したいの場合

事例5

人工乾燥かつ

材工一括発注かつ

構法指定の場合

事例7

人工乾燥かつ

材工一括発注かつ

事前調達は流通材寸の場合

事例8

工事調達

・施工者選定後、

施工者による木材調達

・事前調達①、②を行う場合

は、不足分を補完

材工一括発注
事例1、4、

6、8

事前調達②

・実施設計段階での伐採

・必要木材量、

木材寸法確定段階

手法

木材調達手法
の決定

事前調達①

・基本設計段階での

・必要木材量は概算

・伐採長さは設計の

最大寸法か

流通材寸法

 

 

d）木材調達手法の組み合わせ 

材工分離発注の場合事前調達と工事調達を組み合わせ

て木材供給を行っている。事例 4 は 2 段階伐採を行い、

設計者選定直後に 1 次伐採（事前調達①）で、必要量の

半分である 1125m3 を、一般的な流通材長さである 4m 材

として伐採した。実施設計完了１ヶ月前に 2 次伐採（事

前調達②）を行い、設計数量に基づき、最大寸法 7m に合

わせて、1 次分で不足した残りの 1000m3 を伐採した。ま

た、工事調達分で 600 ㎥を伐採した。 

 

７． 事業スケジュールの把握・分析・類型化 

（１）事業スケジュールの把握 

表１の段階に従って、事例毎の事業スケジュールを作

成した（図 2）。事例毎に事業期間とその段階の期間の

長さが大きく異なる事が分かる。また、手法毎の期間の

幅と平均期間について表９にまとめた。同じ段階でも手

法毎に期間の幅が大きく異なるものがある。 

（２）各段階の期間に関する分析 

期間の幅が大きい段階に着目し、各手法がどのような

影響を及ぼしているかを分析する。 

a）伐採（原木調達）手法と伐採期間 

伐採段階における手法は、一括伐採と順次伐採に分か

れ、前者は 1～3 ヶ月、後者は 6 ヶ月となっている。これ

は、一括伐採の場合は、人員を集め必要木材を短期間で

伐採する事に対し、順次伐採は、一時期に作業が集中し

ないように、平準化しているためである。 

一括伐採の事例 2（Ｍ中学校）では、1 次伐採量は、3834

㎥である。作業人員を県内全域から森林組合が集め一括

伐採を行った。そのため、1 次伐採は 3 ヶ月となった。  

それに対して順次伐採である事例 6 の伐採量は 1000

㎥で事例 2 と比べて多くない。しかし、町有林材は建材

製品化され流通していた。そのため、一括大量伐採を行

うと、原木価格の上昇が考えられ、順次伐採を実行した。

それを受け 6 ヶ月となった。 

b）乾燥手法と乾燥期間 

乾燥手法は、大きく人工乾燥と天然乾燥に分かれ、前

者は 1～5 ヶ月、後者は 5～18 ヶ月となっており、事業期

間に大きな影響を与えている。また、伐採手法の部材の

種類の影響を受けている。 

.1 伐採手法と人工乾燥期間 

乾燥期間は伐採手法により影響を受ける一括伐採に比

べ順次伐採を行った場合は期間が長くなる。事例 1 と事

例 5 は人工乾燥を活用した例であるが 4 ヶ月の差がある。 

人工乾燥を行った木材量は、事例 1 が約 64 ㎥で、事例

5 が約 597 ㎥である。乾燥を行う木材量と各工場が持つ

乾燥機の対応可能量により影響を受ける。しかし、事例

1 が利用した工場の対応能力としては、2 週間程度で乾燥

可能であったが、順次伐採を 6 ヶ月したため、それに合

わせて、断続的に製材・乾燥を行ったので、乾燥を行っ

ている期間が 5 ヵ月間になった。  

.2 天然乾燥における部材の種類と乾燥期間 

天然乾燥でも角材・丸太材は板材に比べ期間が長くな

る。丸太や製材等構造材として利用する場合は個体差が



大きく 1 年以上乾燥期間が必要で、ラミナ材や床材等の

板材は 6 ヶ月程度と言われている。事例平均でも丸太

材・角材は 17 ヶ月、板材は 5.5 ヶ月である 

 

表 9 手法毎の期間の幅と平均期間 

段階 手法
期間の幅
（月数）

平均期間
(月数）

設計者選定 2～4 2

設計施工者選定 3 3

設計準備 0～2 1

基本設計 2～6 4

実施設計 6～12 8

伐採 一括伐採 1～3 2

順次伐採 6 6

製材 1～5 3

集成材 1.5～5 3

高温人工乾燥(一括伐採） 1 1

中温人工乾燥（一括伐採） 9 9

人工乾燥(順次伐採） 5 5

天然乾燥(角材、丸太材) 16～18 17

天然乾燥(板材) 5～6 5.5

設計施工一括発注 0 0

着工～木材供給 1.5～11 9

加工・施工 8～25 14

事業期間(設計～竣工） 16～43 27

材工分離、
材工一括発注

設計者、
設計施工者選定

製材

施工準備
1～7 3

乾燥

 

（３）各段階の時期に関する分析 

図 2 の各段階の時期に注目し、分類すると「時期、事

業年度」に分かれる。 

a）時期 

①連携体制づくり・供給木材の性質確認の時期 

木材状況を正確に把握した上で、設計、設計施工者選

定の条件設定を設定し、提案を求める事が望ましいため、

連携体制の構築・供給木材の性質確認は設計・設計施工

者選定前とする。事例 4 では、選定前に連携体制の構築

と供給木材の性質確認を行い、地域材を活用する事に意

欲的な設計者を選定した。また、選定前に行っていたた

め、設計者選定直後に伐採を開始した。 

②伐採時期は 10 月～3 月 

多くの地域では、木が成長を止める秋～冬（10 月～3

月頃）にかけて、木材の伐採を行う（図 3）。建材製品

化されていない材を利用した事例 1～4 があてはまる。 

 
施設整備方針づくり

連携体制づくり

供給木材の性質確認

設計者選定

 

図 3 連携体制づくり等の時期   図 4 伐採時期 

 

 

 

図 2 事例の事業スケジュール 

9 10 11 12 1 2 3 4

伐採

月 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

事例 事業年度
連携体制構築 伐採 製材 乾燥

1 1
設計者選定 基本設計 実施設計 施工
3 5 5

事例 事業年度
一次伐採 天然乾燥（角材、丸太材）

2 16

連携体制構築 製材 二次伐採 二次伐採分製材
3 3 2

二次伐採分天然乾燥（板材）

品質評価 6

14

設計者選定 加工・施工
1 基本設計 実施設計 校舎

4 11 屋体

事例 事業年度
連携体制構築 伐採 天然乾燥（丸太材）

1
葉枯らし 粗挽き製材

天然乾燥（ラミナ材）

設計者選定 基本設計 実施設計 加工・施工

事例 事業年度
伐採 製材

連携体制構築 天然乾燥(角材）

二次伐採 製材 　 品質評価

中温人工乾燥 中温人工乾燥

加工・施工
設計者選定 基本設計 実施設計 校舎

屋体

事例 事業年度
連携体制構築 伐採

製材

人工乾燥

設計者選定 企画 基本設計 実施設計

施工

事例 事業年度
連携体制構築 木材調達

5

設計 施工
7 7

事例 事業年度
連携体制構築 木材調達

13

設計 施工
12 10

事例 事業年度
連携体制構築 木材調達

9

設計 施工
2 14 10

凡例
期間の有る段階 期間の無い、時期のみを示す段階

設計・施工

18

10

3（校舎
屋体）

2年目 3年目

木材調達
17

5

4（校舎
屋体）

木材調達

74 4

4年目

4年目

2（校舎
屋体）

木材調達

1（園舎）

木材調達

設計・施工
9

2

1年目 2年目 3年目

設計・施工

1年目

3年目 4年目

4

5年目

2 4

21

1年目 2年目 3年目 4年目

2 2 7

4

3

4

10

1年目 2年目

18

2 4

1年目 2年目 3年目 4年目

12

2年目

5（庁舎）

木材調達

6

5

5

3 3 3
設計・施工

7（園舎）

木材調達

6（園舎）

木材調達

設計・施工

設計・施工

4年目

8（園舎）

木材調達

設計・施工

設計・施工

1年目 2年目 3年目

1年目 2年目

1年目

1.5

18

7.5



b）事業年度 

各段階が事業年度をまたぐ事は、予算執行上好ましく

ない。しかし、施工段階等、事業年度をまたぐ場合があ

り、表 10 ようになっていた。 

表 10 事業年度をまたぐ段階 

段階 手法 事例

設計 基本設計と実施設計年度を分ける 事例2、5

乾燥 天然乾燥 事例2～4

伐採
材工一括発注

設計施工一括発注
事例7、8

製材
材工一括発注
設計施工一括発注

事例8

施工 １期工事と２期工事年度を分ける 事例2～5

＊各段階２年度以下を目安にする  

 

（４）事業期間全体に与える影響手法 

a）発注方式と事業期間 

① 材工分離発注と材工一括発注 

図 5 を見ると延床面積が近く、人工乾燥であるが、発

注方式が異なる事例１と 7 を比較すると、１ヶ月しか差

が見られない。この事から人工乾燥であれば発注方式に

差はあまり生まれないと言える。 

 

図 5 設計施工一括発注と材工一括発注 

 

② 設計施工一括発注と材工一括発注 

 図5において、延床面積1000㎡～3000㎡未満の事例5、

8 を比較する。延床面積を比較すると 2883 ㎡と 2169 ㎡

となっており、事例 5 の方が大きい。しかし、事業期間

は、21 ヶ月と 25 ヶ月となり、4 ヶ月の差がある。これは

事例 5 が設計施工一括発注であり、実施設計と施工が同

時に行われ６ヶ月間重なっている事に起因する。ここか

ら事例 5 は設計施工一括発注により事業期間の短縮に成

功したと言える。 

b）木材調達手法と着工準備期間・事業期間 

① 木材調達手法と着工準備期間・事業期間 

図 5 より、分離発注＋天然乾燥の事例 2、3、4 を見る

と、事例 4 は他に比べ延床面積は 1500 ㎡程度小さいが、

事業期間は最長となっている。この原因を明らかにする

ために、事例 4 を事例 2 と比較する（図 6）。 

設計施工期間を比較すると差は 2 ヶ月であり、大きな

差はない。しかし、着工準備期間に着目すると、事例 4

が 5 ヶ月も長く、事業期間が長くなっている。着工準備

期間は、木材調達の調整期間でもあるため、木材調達手

法が影響していると考えられる。 

 

 

図 6 施工準備期間・設計施工期間・事業期間 

 

② 事前調達②の時期と着工準備期間 

 「図 2 事例の事業スケジュール」の二次伐採時期を比

較すると、事例 2 は実施設計終了の 5 ヶ月前に行い、事

例 4 は実施設計 1 ヶ月前に行っている。また、人工乾燥

ではあるものの中温乾燥を２度行ったため、乾燥期間が

9 ヶ月となっている。これらにより、着工準備期間が長

くなったと考えられる。ここから、以下の事が言える。 

・人工乾燥を行う場合でも、木材乾燥について正しく把

握し、大量に木材を集める場合はスケジュールに余裕を

持つ必要がある。 

・実施設計段階で伐採する事前調達②は、実施設計の中

期段階等、早めに行う方が良い。そのためには、必要木

材量、木材寸法を早めに決定する必要がある。 

 

８． 事業マネジメントモデルの提案 

分析・類型化結果から、今後の事業に役立つ事業マネ

ジメントモデルを提案する。 

（１）重要３手法の組み合わせによるパターン作成 

「表 8 木材調達方式の選択」より、事業スケジュールに

大きな影響を与える木材調達手法は、主な木材産地の区

分・乾燥手法・発注方式により決まるため、これらを重

要３手法とする。  

これに従い、事業スケジュールの類型化を行う。組み

合わせは以下の 12 パターンが考えられる（表 11）。パ

ターンは、表４～８の分析をもとに決定する。 

 

 

 

 

 

 

 



表 11 重要３手法の組み合わせ 

主な木材の産地区分 発注方式 乾燥方法 パターン
人工乾燥 1

天然乾燥 2

人工乾燥 3

天然乾燥 4

人工乾燥 5

天然乾燥 6

人工乾燥 7

天然乾燥 8

人工乾燥 9

天然乾燥 10

人工乾燥 11

天然乾燥 12

材工分離発注

材工一括発注

県産材、市町村産材等

市町村有林材

設計施工一括発注

材工分離発注

材工一括発注

設計施工一括発注
 

 

（２）想定条件の設定 

「表 9 手法毎の期間の幅と平均期間」より、段階の手法

を選ぶ。なお段階の期間が決まっている場合は、それを

採用し、決まっていない場合は、平均期間を採用する。

今回は、材工分離発注における最短期間の手法の平均値

を想定期間とする（表 12）。 

 

表 12 想定期間 

段階 想定期間 段階 想定期間

設計者選定 3ヶ月 製材 3ヶ月

設計準備 1ヶ月
高温人工乾燥

(一括伐採）
1ヶ月

基本設計 4ヶ月
施工準備

(材工分離発注）
3ヶ月以上

実施設計 8ヶ月 着工～木材供給 5ヶ月以内

伐採

（一括伐採）
2ヶ月 加工・施工 14ヶ月

 

 

（３）各段階のスケジュール化 

「7．（３）各段階の時期に関する分析」を前提にスケ

ジュール化する。そして、そのスケジュールに示される

段階毎の課題と手法を表 3 で確認し、事業を進めていく。

表 12 のように想定期間を設定すると、パターン１（市町

村有林材、材工分離発注、人工乾燥）の場合は、木材調

達②になり、図６のように 3 つのスケジュールが考えら

れる。ここから状況にあったものを選択する。 

また、このようにスケジュール化する事により、乾燥

方法の選択の際に、天然乾燥期間確保可能性の検討や、

発注方式の選択の際に施工期間内に木材調達可能性の検

討ができるようになる。 

 

９． 結論 

文献調査に合わせて、地域材を活用した公共建築事業

マネジメント 8 事例に対し、各段階の課題に対応手法の

分析・類型化を行った。 

これをもとに新たな木造公共建築事業を計画する際、

地域の状況にあったパターンを選択する事で、事業スケ

ジュールを作成し、それにあった段階毎の手法の検討が

可能になった。これら事例毎の詳細な調査内容や分析結

果により、地域材を活用した公共建築事業を、よりスム

ーズに進行できるようになるだろう。 

しかし、森林や木材産業の状況は地域によって大きく

異なるため、本研究結果とは適切な手法が異なる事が考

えられる。そうした状況に対応するためにも、適切な連

携体制の構築が重要となる。 
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図６ パターン１における事業スケジュール例 

事業年度

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

施設整備方針づくり 伐採 製材

連携体制づくり 乾燥

供給木材の性質確認

設計者選定 基本設計 実施設計 施工者選定 加工・施工

施設整備方針づくり 伐採 製材

連携体制づくり 乾燥

供給木材の性質確認

設計者選定 基本設計 実施設計 施工者選定 加工・施工

施設整備方針づくり 伐採 製材

連携体制づくり 乾燥

供給木材の性質確認

設計者選定 基本設計 実施設計 施工者選定 加工・施工

1年目 2年目 3年目1年目

パターン1
（市町村有林材

＋材工分離発注
＋人工乾燥）

A

B

C


